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＜本報告書のポイント＞

Ⅰ．宇宙開発利用に係る基本認識

・国民生活の向上のための安全保障への貢献

・人類の持続的発展を支える知の源泉

・国際的なプレゼンスの確保

・宇宙特有の社会的効果

・人材の育成

Ⅱ．宇宙開発利用に関する将来の姿

宇宙科学・宇宙探査等のフロンティア分野と、同分野において得られ

た技術的知見を基盤として、社会的ニーズに基づく実利用分野が進展

Ⅲ．文部科学省の取組の方向性

研究開発を通じ「新たな知を育み社会につなぐゆりかご」の役割を担

う文部科学省は、新体制下においても、活力ある未来に向けた「明日へ

の投資」との観点から、「宇宙を知る」及び「宇宙を支える」に重点的

に取り組むことにより、「宇宙を使う」に貢献

１．宇宙を知る

（１）宇宙科学

・最先端の研究成果を持続的に創出するため、優位性の発展や新

規分野、大学連携の強化、人材の流動化に取り組む

・学術コミュニティの自律性を重視し、一定規模の予算を確保

・一定規模を超える大型プロジェクトに対応する仕組みを検討

（２）宇宙探査

・総合的な政策判断による宇宙探査と宇宙科学としての宇宙探査

・我が国の強みを活かした国際協働プロジェクトへの備え



２．宇宙を支える

（１）技術基盤の強化

①輸送技術

・既存ロケットについて、国の支援と併せ民間事業者のビジネス

上の工夫によるコスト削減を期待

・次期基幹ロケットは、国費の負担軽減、国際競争力の向上、技

術基盤の維持の観点から検討の上、必要な措置を実施

・液体燃料ロケットと固体燃料ロケットを維持・向上

②宇宙環境利用技術等

・ＩＳＳを活用し、タンパク結晶生成等の有望分野への絞り込み

や関係者間の連携強化等による優れた成果の創出

・ポストＩＳＳを意識した取組とＩＳＳ運用経費の削減

③その他技術基盤

・ニーズの反映に向けて、関係する各府省、大学、産業界やＪＡ

ＸＡ等が参画するコミュニティを構築

・宇宙利用促進の観点から、大学研究者や中小企業等に対して、

超小型衛星の打上機会の提供や開発支援等を実施

（２）人材の育成

・プロジェクトをまとめる総合力を持った人材、優れたエンジニ

アリング能力を発揮できる人材、新規利用分野の創出に貢献で

きる人材を育成

・年齢層に応じた宇宙に関心を有する青少年の裾野の拡大

３．宇宙を使う

・文部科学省もユーザーとして、地球観測など科学技術・学術分野

における研究開発のツールとして宇宙を利用
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○はじめに

宇宙開発利用とは、フロンティア領域への人類の飽くなき挑戦であり、

宇宙の謎や物質・生命の起源解明といった人類共通の探求心に基づくもの

であるとともに、宇宙を活用して得られる種々の便益を目的とした活動で

もある。

我が国は、ペンシルロケットの成功から約15年後の1970年２月、世界で

４番目に自国射場から100％国産の固体燃料ロケットで国産衛星を打ち上げ

た。また、その前年、米国との協力協定が成立して液体燃料ロケット技術

が導入されたことにより、1970年代末期以降、静止軌道上に気象、通信、

放送衛星を配置し得る環境を整えてきた。1994年には、全て自主技術によ

り世界に比肩する打上げ能力を有するＨ－Ⅱロケットの打上げに成功し、

更に改良を加えたＨ－ⅡＡ／Ｂでは、世界最高水準の成功率（平成24年12

月時点で95.8％[24機中23機の成功]）を実現するに至っている。

衛星についても、1970年の「おおすみ」以降、科学衛星に加え、実利用

分野では通信、放送、気象等広範なミッションを遂行し、数多くの衛星が

国民生活の向上等に貢献している。

また、広範な先端技術の統合や大きな投資を要する宇宙探査等について

は、国際協力による取組が効果的であり、国際宇宙ステーション(ＩＳＳ)

は科学技術分野の国際協力の象徴の一つとなっている。我が国は、アジア

で唯一ＩＳＳ計画に参画し、宇宙先進国として国際的な信頼を集めるに至

った。また、宇宙科学分野では、米国に比して20分の１以下の予算ながら、

世界に誇る研究成果を挙げてきた。

このように宇宙開発利用開始から約半世紀で、我が国は、米国、ロシア、

欧州とともに宇宙先進国の地位を占めるに至った。そして、それは他のい

かなる国とも異なる環境の中で達成されてきたものである。

米国、ロシア、中国等では、軍事利用のための宇宙開発利用が重視され

てきたことから予算規模も相対的に大きく、官需や軍事技術の移転等によ

り宇宙産業の発達が比較的容易であった。

他方、我が国は、2008年の宇宙基本法制定までの約半世紀、宇宙の非軍

事利用との政策により、民生の研究開発成果に基づく宇宙開発利用に官民

で力を合わせて取り組んできた。しかし、我が国の衛星製造が産業として

離陸しかけ、欧米でも宇宙の商業化が本格化し始めた頃、日米貿易摩擦の
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高まりの中で1990年に日米衛星調達合意がなされ、政府等の非研究開発衛

星は公開入札により調達することとなった。以後、政府等の実利用衛星は

米国製のものが多く見られることとなった。

このような状況の下、我が国の宇宙開発利用は、商業化が十分進まない

中で研究開発による技術の高度化に重点が置かれ発達してきた。そして、

宇宙科学技術水準の向上を目指して研究開発に取り組み、その成果につい

て実利用への橋渡しが行われることで、通信、放送、気象衛星などの社会

への定着が図られてきた。また、国際的に見ても、高い技術力と平和利用

の基本理念に基づく国際的な信頼醸成を経て、国際協力の場において参画

が希求される国としての地位を築いてきた。

今日、宇宙開発利用は、先進国のみのものではなく、衛星の活用はアジ

ア、アフリカ、ラテンアメリカ等にまで拡大しつつある。また、地球温暖

化問題、防災・減災、資源・エネルギー問題等の人類全体の課題を克服す

るためにも宇宙利用活動は国際的高まりを見せている。

科学技術立国を標榜する我が国は、先進国の矜持をもって宇宙開発利用

を通じた安全保障の向上、人類の知的資産の蓄積による貢献、国際協力に

よる我が国プレゼンスの向上を進めていくことが極めて重要である。

そのためには、人材育成を重視しつつ、自律的な宇宙開発利用を確保す

るとともに、技術基盤の維持・向上を図り、自国利益のみに偏重すること

なく、国際的な関係に配慮した相互利益の拡大に努めなければならない。

その際、新興国に対し大学研究者等が草の根的に築いてきたつながりを活
い

かした支援など、宇宙利用の素地作りを含めた国際的な宇宙利用の拡大に

努めつつ、国際競争力の強化を図ることが有益である。

本年７月、宇宙政策の司令塔機能が内閣府に設置され、独立行政法人宇

宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）が政府全体の宇宙開発利用を技術で支え

る中核的な実施機関として位置付けられるなど、新たな体制が構築された。

我が国の宇宙開発利用は、新体制の下で宇宙の利用拡大と自律性の確保

に向けて進められることとなるが、上述の大きな方向性を共通理解として

検討を進め、文部科学省が果たすべき役割や今後５～10年程度の取組の方

向性を明確にすることを目的として本報告書をとりまとめた。

文部科学省においては、今後、本報告書に示した推進方策の実現を期待

するが、宇宙開発利用部会としてもその進捗状況について適宜報告を受け、

必要に応じて本報告書の見直しを行うものとする。
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Ⅰ．宇宙開発利用に係る基本認識

宇宙基本法は、宇宙開発利用の果たす役割を拡大し、国民生活の向

上及び経済社会の発展に寄与するとともに世界の平和及び人類の福祉

の向上に貢献することを目的とし、各種施策を総合的かつ計画的に推

進することとしている。

こうした取組を持続的に発展させていくため、以下の基本認識の下、

文部科学省の取組の方向性を検討する。

１．国民生活の向上のための安全保障への貢献

我が国は、昨年３月の東日本大震災により人的及び物的に甚大な

被害を受けるなど激動の中にあり、豊かで安全な社会の実現といっ

た広義の安全保障の重要性が強く認識されるようになってきた。

このような中にあって、宇宙分野は、技術・安心安全・経済など

広い意味において、国民生活の向上のための安全保障に貢献するも

のとして、国際的にも必須の社会基盤と認識されつつある。

このような安全保障への期待を実現するため、我が国はあらゆる

政策手段を動員すべきであるが、その際、科学技術立国たる強みを活
い

かし、宇宙技術を活用していくことが重要である。

２．人類の持続的発展を支える知の源泉

国民生活や経済社会の持続的発展のためには、新たな知への挑戦

を絶え間なく行い、その成果をイノベーション創出につなげていく

ことが重要である。

宇宙科学技術は、幅広い技術分野にわたり匠の技から最先端技術
たくみ

までが統合された巨大科学技術であり、我が国科学技術の底上げや

裾野の拡大、そして産業競争力の強化にも寄与する。特に、革新的

なプロジェクトにより得られる知見や経験は、新産業創出や人材育

成につながる貴重な機会となる。

また、宇宙利用を持続的に発展させていくためには、現在の官需

中心の状況から、国内民需や海外受注を拡大していくことが必要で

ある。海外へのパッケージ型インフラ輸出など政府によるサポート

は重要であるが、商品自身の魅力がまず問われることとなる。その

際、価格に加え、我が国の強みとして、優れた技術やそれに裏打ち

された信頼性の提供が国際的な競争力強化につながると考える。

このため、絶えず新たな知的資産を創出して実利用に栄養を送り
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続ける、いわば知の源泉である先端科学技術への挑戦は、時間軸上

の位置に違いはあっても実利用を直接支えるものとして、経済的観

点からも高い優先順位付けをもって取り組むべきものと考える。

３．国際的なプレゼンスの確保

我が国が国際社会において確固たる地位を維持し、一層向上させ

るためには、人類共通の真理探究に貢献するとともに、地球規模の

問題等に対し我が国の強みを活かした取組を主体的に行い、国際的
い

な互恵関係を構築していくことが重要である。

そのためには、宇宙科学など先端科学技術に関して、我が国がト

ップランナーの地位を維持し、その成果を国際社会に発信していく

ことが不可欠である。これにより、ＩＳＳなどの国際協働活動にお

いて主導的な役割を果たすことが可能となり、特にアジア地域にお

いて、人材育成も視野に入れ我が国の技術力を活かしたイニシアチ
い

ブの発揮が期待される。

４．宇宙特有の社会的効果

宇宙への取組は、国民の関心を集め、国民に夢や希望を与え、我

が国の誇りにつながるといった社会的効果が期待されるものである。

ロケット打上げや小惑星探査機｢はやぶさ｣は、衛星軌道への輸送や

小惑星からの試料採取が主目的であるものの、その成功やそこに至

る過程は国民から大きな関心が寄せられ、このような宇宙特有の社

会的効果につながった実績を有する。

こうした宇宙の特性は、納税者として宇宙活動を支える国民の理

解を醸成したり、次世代を担う青少年の科学技術に対する関心をか

き立てるなど、科学技術立国の礎を築くことにも寄与する。

また、宇宙科学技術の展開は、東日本大震災等により失われた科

学技術への信頼回復にも貢献し得るものと考える。

５．人材の育成

宇宙開発利用の持続的な発展のためには、それを支える人材の継

続的な育成が不可欠である。特に、新たな利用分野の拡大には、成

果の実利用における定着までを見通してプロジェクトをまとめあげ

る総合力を持った人材の育成も必要である。
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Ⅱ．宇宙開発利用に関する将来の姿

今後の展望としては、宇宙科学や宇宙探査、有人宇宙開発などのフロ

ンティアを開拓する分野が進展していくとともに、同分野において得ら

れた技術的知見が基盤となって、国民生活の向上等につながる通信、放

送、気象、地球観測等の実利用分野が発展していくものと考えられる。

フロンティアを開拓する分野においては、科学技術の進展により観測

装置、衛星等の大型化、高性能化やロケットの低コスト化、高信頼性化

が実現され、更なる遠方の宇宙空間や天体への到達が可能となったり、

人類が未だ知り得なかった宇宙の謎や物質・生命の起源等新たな知見の

獲得が期待される。また、有人宇宙開発については、ＮＡＳＡや欧州に

おいてもポストＩＳＳとしての宇宙探査を検討中であることから、遠く

ない将来に国際協働による有人宇宙探査プロジェクトが立ち上がる可能

性が高いと考えられる。

実利用分野においては、既に商業利用されている通信、放送、気象分

野について、情報通信技術の発展や今後益々進むグローバル化などと相

互に影響を及ぼしあい、新興国を含めて更なる社会インフラ化が進み、

経済・社会への貢献も拡大していくと考えられる。

現在は商業利用の規模が小さい地球観測についても、衛星から得られ

る地理データや環境データがより高度に、より手軽になり、低コスト化

が進み、地上での種々の情報と組み合わせることで既に社会基盤となっ

ている宇宙利用が益々発展していくものと考えられる。

以上のように今後の宇宙開発利用は、フロンティアを開拓する分野に

おいては、技術の進歩と国際協働に支えられ、より遠方への到達を果た

し、より優れた科学的知見の蓄積が進むものと期待され、これらを支え

る科学技術が宇宙の実利用発展の基盤となり、地上における利用拡大の

取組と相まって更なる宇宙利用の一般化が図られ、国民生活の向上や経

済・社会の発展などに持続的に貢献していくものと期待される。

また、このような方向性は、2010年に公表された科学技術政策研究所

のデルファイ調査（※）による技術予測においても示されており、同調査に

おいては、2040年頃までに宇宙利用に関して実現可能性のある技術とし

て、高信頼性・低コストの日本衛星、衛星を活用した自律型ロボット、

地球周回軌道の宇宙観光、月面基地、宇宙太陽光発電等があげられてお
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り、将来的に宇宙開発利用が大きく発展する姿がイメージされる。

※デルファイ法：科学技術政策研究所においては、1971年よりデルファイ法を用いた将来の技術予測
が行われている。デルファイ法とは、専門家グループなどが持つ意見や判断を反復型
アンケートを使って組織的に集約・洗練する意見収束技法。技術革新や社会変動など
に関する未来予測を行う定性調査によく用いられる。

Ⅲ．文部科学省の取組の方向性

文部科学省は、科学技術の総合的な振興、学術や教育の振興を任務

としており、研究開発を通じて“新たな知を育み社会につなぐゆりか

ご”としての役割を果たしてきた。

宇宙分野においては、ＪＡＸＡとともに宇宙科学など先端科学技術

を通じて新たな知見を創出し、研究開発や技術実証を経て、実利用に

至ることで、国民生活の向上等に貢献してきた。具体的には、国産技

術による輸送技術の確立とその民間移管や、通信、放送、気象衛星等

の開発から実利用への橋渡しを行ってきた。

本年７月に構築された新たな宇宙開発利用の推進体制の下において

も、文部科学省は引き続き、国家存立の基盤となる技術として宇宙分

野を位置付け、新たな可能性を育み、活力ある未来に向けた「明日へ

の投資」に重点的に取り組んでいくべきである。

具体的には以下のように、研究開発により宇宙のフロンティアを拓
ひら

き（宇宙を知る）、宇宙利用の基盤となる技術の強化や人材育成とい

った取組（宇宙を支える）を重視することにより、国民生活の向上や

経済社会の発展等に寄与する宇宙利用（宇宙を使う）に貢献する。

これら取組に当たっては、基本認識に示した事項の相互連関を十分

考慮すべきである。また、広範な分野に係る研究機関や学術研究・人

材養成の拠点たる大学を所管する文部科学省の強みを活かし、産業界
い

と連携しつつコミュニティ形成を進めるなど、ニーズに即した双方向

のやりとりを通じて成果の最大化を目指すことが重要である。

１．宇宙を知る

（１）宇宙科学

①意義

宇宙科学とは、宇宙理学及び宇宙工学の学理及びその応用であり、

人類の発展に貢献する真理の探究や最先端の技術・知見を集約して未
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踏の研究課題に挑み、世界を先導する画期的な成果を期する学術研究

である。また、宇宙開発の端緒を拓き、宇宙開発利用を先導するもの
ひら

でもある。その取組においては、宇宙空間を利用した観測や実験によ

り真理の探求を目指す宇宙理学と、衛星等を宇宙空間に飛翔させてフ

ロンティアを拓く宇宙工学が緊密に連携することで、宇宙科学全体と
ひら

して優れた成果が期待される。

また、得られた知見に基づき新たな研究領域の開拓やイノベーショ

ンの創出が行われるなど、「多様性の苗床」としての機能を有し、直

接的あるいは間接的に新たな宇宙開発利用の拡大、ひいては国民生活

の向上やこれらを牽引する人材育成にも寄与するものである。

②将来の姿

これまでの成果に鑑みれば、宇宙科学に携わる宇宙科学研究所(ＩＳ

ＡＳ)や各大学の研究者からなるコミュニティの合意形成に基づき、研

究者の自由な発想により実施されるシステムが十分に機能してきたと

考えられる。今後、このような取組を更に伸ばし、我が国が世界的な

頭脳循環の拠点の一つとして世界水準の研究者が結集し、知的触発を

促す環境が一層醸成されていることが期待される。

このような将来に向けて、最先端の研究成果が持続的に創出される

よう、深宇宙の赤外線やＸ線、粒子等の観測、惑星・小惑星からのサ

ンプルリターンなど、未知のデータ収集を可能とする最先端技術を集

約した高度な、あるいは大型のプロジェクトの実現が希求される。

今後、国際共同研究が益々重要視される中で、世界を先導するとと

もに国際的プロジェクトに常に参画が求められる国となるべく、この

ような取組の一層の強化を図ることが重要である。

③具体的な推進方策

ア．世界を先導する宇宙科学研究の推進

宇宙科学については、今後とも我が国が世界最高水準の研究成果

を継続的に創出し、世界を先導していくことが求められる。

このため、我が国の優位性をより発展させる挑戦的なプロジェク

トの実施や新規分野の開拓などが重要である。これまでに、Ｘ線や

赤外線等による天文観測や宇宙物理、太陽研究、磁気圏観測・月面

詳細観測等の太陽系探査科学、「はやぶさ」で得られたイオンエン

ジン技術を含む宇宙空間航行技術などの分野で卓越した成果を生み
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出してきた。これら実績を踏まえ、ＩＳＡＳの大学共同利用機能を

活用し、宇宙科学コミュニティの提案を踏まえつつ、文部科学省は

更なる支援を実施すべきである。

その際、新規分野・融合分野への取組の促進、ＩＳＡＳと各大学

の連携協力の強化、国内大学研究者の流動化の促進、外国人の受入

れ促進など、ＩＳＡＳを中心とした宇宙科学コミュニティが世界の

トップサイエンスセンターとして機能するような取組について、具

体的な方策を検討すべきである。

当該検討に当たっては、宇宙開発利用を先導するとの観点や学術

研究の特性に配慮し、当部会に検討の場を設けるなど広く関係者の

意見を集約しつつ施策の具体化に取り組むべきである。

イ．宇宙科学コミュニティの自律性の確保

優れた学術的成果の実現のためは研究者の自由な発想に基づく取

組が重要であり、この観点から現在ＩＳＡＳを中心として実施され

ている研究者間の研究提案の磨き合いが極めて有益であるため、引

き続きこれを活用することが重要である。

このため、宇宙科学コミュニティによる選定結果を重視し、その

自律性が確保されるよう、これまでの実績を踏まえつつ、一定の予

算規模の枠内で研究の実施が担保される仕組みを構築すべきである。

ウ．宇宙科学プロジェクトの大型化への対応

今後我が国が宇宙科学分野において世界を先導していくためには、

フラッグシップとなるような挑戦的なプロジェクトの提案や参画が

重要である。他方、一定の予算規模で宇宙科学を実施するとした場

合、当該予算規模の枠内では今後重要性が高まるプロジェクトの大

型化に対応することは困難である。

このため、一定規模を超える大型プロジェクトについては、コミ

ュニティによる科学的判断が行われたものに対し、更にプロジェク

ト毎に政策判断を行った上で財政措置できる仕組みを検討すべきで

ある。

エ．情報の発信

公共財として宇宙科学技術への投資が行われ発展していくために

は、ユーザーかつ出資者である国民の理解を得ることが不可欠であ
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り、社会との間の双方向のコミュニケーションが重要である。

このため、これまで比較的社会との関係に関心が薄かった研究者

や技術者においても、国民を意識した情報発信がなされるよう、文

部科学省やＪＡＸＡは機会の提供等の支援を更に行うべきである。

（２）宇宙探査

①意義

宇宙探査は、“宇宙の渚から深宇宙へ”人類のフロンティアを拓く
なぎさ ひら

とともに、宇宙科学技術の底上げを先導するなど宇宙開発の牽引役を
けん

担うものである。また、将来的には、新材料の発見や新産業の創出、

地球外での資源獲得やエネルギー施設建設、さらには宇宙観光など、

新たな宇宙利用の可能性につながるものである。

また、宇宙探査に必要な輸送技術や探査技術の開発は、宇宙産業の

技術基盤・産業基盤の維持・向上に貢献するものであり、その技術の

スピンオフ等を通じた国民生活の向上にも寄与するものである。

さらに、国際協働による宇宙探査への参画は、日本の宇宙科学技術

への評価の表れであり、国際的プレゼンスの向上により外交的、経済

的メリットも有する。これらを十分享受するためには、主導性を発揮

できるよう国際協働活動への初期段階からの参画が効果的である。

②将来の姿

宇宙探査の一形態である有人宇宙探査は人類の活動領域の拡大を目

指すものであり、これまでの例を見ても、そのメリットは科学技術面

にとどまらず、外交面を含めた多様な側面を有する。

このような中、2010年には米国オバマ大統領により2030年代中期に

おける有人火星探査計画が発表された。また、各国宇宙機関からなる

国際宇宙探査協働グループ(ＩＳＥＣＧ)からは、昨年８月、小惑星又

は月を経て国際協働によりステップバイステップで有人火星探査を目

指すとのロードマップが公表された。さらに、本年11月の欧州宇宙機

関閣僚級会合において、将来の有人宇宙探査に使用可能な宇宙船を米

・欧で共同開発することが決定されたところである。

このような国際動向に鑑みると、遠くない時期に、将来の火星探査

を視野に入れたポストＩＳＳとして国際協働探査プログラムが具体化

していくと考えられる。他方、我が国の技術やリソース等に鑑みれば、

日本が単独で有人宇宙探査を実施することは困難な状況にある。
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これらを踏まえ、当面、大型探査プロジェクトの国際的な検討に当

初から加わり、開発すべき宇宙システムとその分担等を明らかにして

いくとともに、ＩＳＳを活用した有人宇宙技術等の更なる蓄積や将来

の日本の貢献を見据えて技術的優位性を更に伸ばす取組について、具

体的な検討が行われるべきである。

③具体的な推進方策

ア．総合的な政策判断による宇宙探査と宇宙科学としての宇宙探査

宇宙探査には、研究者の自由な発想に基づきボトムアップにより

実施されるもの(宇宙科学)と、科学技術水準の向上、外交的メリッ

ト、宇宙産業の維持発展、社会への波及効果等を総合的に勘案した

政策判断、いわゆるトップダウンにより実施されるものがある。

後者の総合的な政策判断による例としては、ＩＳＳ計画が挙げら

れる。また、今後具体化が見込まれるポストＩＳＳとしての国際協

働による有人宇宙探査への参画についても、総合的な政策判断に基

づき対応することになると考えられる。

このような大型国際協働プロジェクトは、総合的な政策判断を要

するため、関係府省が連携して政府全体として取り組むことが必要

である。その際、プロジェクト参画やその先行段階においては、Ｊ

ＡＸＡとして適切な実施体制を構築して進めることが有益である。

イ．国際的な動向の把握

我が国としては、ＩＳＥＣＧ等の国際的な意見交換の場に引き続

き積極的に参画するとともに、欧米など他の宇宙先進国との接触の

機会を捉え、将来の宇宙探査に関する各国動向の把握に努めること

が重要である。その際、ＩＳＳ計画の枠組みをベースとして新たな

国際協働プロジェクトに向けた実質的な協議が進められる可能性も

あるため、両者の関係に十分留意すべきである。

ウ．我が国の技術的強みの明確化

国際協働プロジェクトの具体化段階においては、宇宙先進国の一

翼として我が国がプロジェクトを主導し得るよう、また、他国から

参画を希求されるべく、高度な技術力を有することが重要である。

このため、国際動向を把握しつつ、ＩＳＳで蓄積した有人宇宙技

術等これまでの知見を踏まえ、我が国として貢献し得る技術面での
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強みを明確にすることが必要である。

その上で、国際協働プロジェクトへの参画を念頭に、宇宙政策委

員会等の意向も踏まえつつ、無人宇宙探査など我が国の強みを伸ば

す先行的な取組を実施することを検討すべきである。

２．宇宙を支える

（１）技術基盤の強化

宇宙を支える技術基盤は、学術の基礎的理解を含む科学技術に関

する知見、人材、施設・設備等からなり、世界水準の先進的ミッシ

ョンや宇宙利用の拡大を支えるものであり、ニーズを踏まえつつ、

その強化を図ることが重要である。

このため、プロジェクトを達成するための要素技術の向上、獲得

された技術の維持・発展等に取り組んでいくことが求められる。

また、これら技術基盤は、スピンオフにより様々な方面へ波及す

る我が国先進技術の源であり、技術の底上げや裾野の拡大、ひいて

は産業競争力の強化につながるものである。

①輸送技術

ア．意義

輸送技術は、衛星等打上げという宇宙利用の第一歩であり、衛星

等を希望する時期や軌道に自在に打ち上げる能力は宇宙利用の自律

性の確保の観点から不可欠な国家基幹技術といえる。

また、宇宙への輸送能力を独自に有する国は世界的に限定されて

おり、その保有自体が宇宙先進国としての国際的プレゼンスの確保

にも貢献するものである。

イ．将来の姿

宇宙の実利用分野においては、ロケットの性能や信頼性の飛躍的

な向上、大幅なコスト低減により宇宙利用が社会インフラとして益

々発展を遂げていると考えられる。

例えば、科学技術政策研究所の技術予測によれば、有人宇宙探査、

月面基地、宇宙観光旅行、宇宙太陽光発電等の実現に向けて2040年

頃に宇宙への大量の物資輸送を行う時代の到来が見込まれる。

また、スペースＸ社の参入等による国際競争の激化により、短期

的には世界的にロケットの新規開発や改良の実施等が見込まれる。
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このような将来に向け、当面、我が国としては、宇宙輸送の自律

性や高信頼性を確保しつつ、輸送技術の高度化や低コスト化を実現

するなど、多様なニーズに応え得る技術開発を推進する必要がある。

ウ．具体的な推進方策

(ア)既存ロケットのコスト削減

Ｈ－ⅡＡ／Ｂについては、以下の観点より、民間事業者のビジ

ネス上の工夫等による更なるコスト削減を期待する。

その際、国においては、トータルでの国の支出抑制の観点から

民間事業者によるコスト削減を促進するため、削減が見込まれる

費用を上限として民間事業者が採用した措置に係るリスク等をＪ

ＡＸＡ又は国が負担することなどについて、民間事業者の提案等

を踏まえて検討すべきである。

また、現在開発中の固体燃料ロケットイプシロンについては、

現在の打上げコストについて大幅な削減を進めるものとする。

ａ．コスト削減による国際競争力の向上

宇宙への第一歩である輸送コストの削減は、宇宙利用の拡大

に当たっての最重要事項の一つである。

コスト削減には、開発により技術的に達成する方策と部品調

達手法等ビジネス上の工夫により達成する方策とが考えられ、

これら双方について検討がなされるべきであり、既存ロケット

についても後者について更に努力が求められる。

また、国際競争力の強化に向けて、我が国の民間輸送サービ

ス事業者が、海外事業者との連携による相互バックアップ協力

等きめ細かな顧客ニーズに応えうる体制を整えることも有益と

考えられる。

ｂ．自律性確保への寄与

輸送技術は宇宙利用の自律性の根幹をなすものであり、国家

基幹技術として国の技術力を示す指標でもあることから、基本

的には国の責務として維持・向上すべきものである。

他方、自律性を支える宇宙産業は官需及び民需によって成り

立っており、国際競争力の向上は自律性確保に要する国の負担

軽減につながるため、国の役割を補完するものといえる。
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(イ)次期基幹ロケットの開発

今後の基幹ロケットについては、以下の観点より、十分な調査

検討を行った上で、早急に必要な措置を講ずるべきである。

その際、世界的な衛星打上げ需要や海外ロケットの開発動向等

について調査を行うとともに、地上設備維持を含めたコストの半

減程度の達成可能性を見極めた上で判断すべきである。また、打

上需要に応じて輸送能力を拡大できるよう柔軟な設計とすること

や、民需を視野に入れた国際競争力の向上、将来の輸送技術の発

展性などの観点に留意すべきである。

ａ．打上げに要する国費削減

次期基幹ロケット開発により、打上げコスト及び老朽化した

地上設備の維持コストについて半減程度の削減を行うことで、

長期的に見ればロケット開発費を含めて考えても、今後の打上

げに係る国費負担をトータルで軽減できるものと考えられる。

ｂ．民間衛星等の受注促進

ロケット打上げコストの大幅削減は、国際競争力の向上によ

る民間衛星等の受注の増加につながり、ひいては宇宙産業基盤

の維持・強化や自律性確保に貢献し得るものである。

ｃ．技術基盤・産業基盤の維持

現在我が国は、ロケットの技術基盤・産業基盤の喪失の危機

に直面している。最短スケジュールで開発に着手する場合でも、

1986年に開発に着手したＨ－Ⅱやその改良型であるＨ－ⅡＡか

ら長期間の開発の空白が生じる状況にあり、人的基盤を含めこ

れまで培われた技術基盤の継承が困難となりつつある。

このような状況を放置した場合、我が国において、将来的に

ロケットの新規開発や既存ロケットの円滑な運用が困難になる

おそれがある。

(ウ)液体燃料及び固体燃料のロケットの維持・向上

液体燃料ロケットは、システム的に複雑であるがエネルギー効

率が優れており、一定規模以上の衛星打上げの場合にコストの観
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点から優位性を有する。他方、固体燃料ロケットは小規模の衛星

を打ち上げる場合に経済性に優れる。

このような得失及び我が国が培ってきた独自技術の維持・向上

の観点から、液体燃料ロケット及び固体燃料ロケットの双方につ

いて引き続き取り組むことが重要である。

(エ)将来輸送技術に関する研究

将来的な宇宙への大量物資輸送や宇宙輸送の利用拡大を視野に

入れて、再使用型ロケット、極超音速輸送等の輸送技術について

も将来的なオプションとして研究を進めるべきである。

②宇宙環境利用技術等

ア．意義

ＩＳＳの日本実験棟「きぼう」は、地上では得られない長期間の

微小重力等の極限環境を利用可能な有人研究施設であり、ここでの

研究開発の成果により新たな科学的知見の獲得や新産業の創出、国

民生活の向上への寄与が期待される。

また、ＩＳＳ計画への参画は、将来の有人・無人の宇宙活動に関

する先端技術や経験の獲得につながるとともに、国際的プレゼンス

の向上により外交・安全保障に貢献するものである。

さらに、日本人宇宙飛行士の活躍は、科学技術の理解増進に貢献

するとともに、「こうのとり」の計画的な打上げは技術基盤・産業

基盤を支える役割も担ってきた。

イ．将来の姿

ＩＳＳ計画は宇宙分野でこれまでにない規模の国際協働プロジェ

クトであり、アで示した意義に加え、将来の大型国際協働プロジェ

クトへのワンステップとも位置付けられる。

したがって、当面、我が国は他の参加国とともに国際的責務を果

たすことでＩＳＳ計画が最大限の成果をあげるよう努めるとともに、

その経費節減を図りつつ、今後の宇宙開発利用の発展につながる知

見等の一層の蓄積を図るようＩＳＳ利用の機会を活用すべきある。

また、「きぼう」や「こうのとり」を通じて獲得した技術基盤を

保持し、ポストＩＳＳも見据え、我が国宇宙産業の国際競争力強化

につながる優位性を活かした技術開発を推進していくべきである。
い
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ウ．具体的な推進方策

(ア)「きぼう」の効果的な活用

今後、「きぼう」を一層効果的・効率的に活用し、新たな知の

獲得や新産業創出などにつながる優れた成果を生み出していくこ

とが重要である。

このため、成果獲得の見込みや社会的要請を踏まえたタンパク

質結晶生成等の有望な分野への重点化など課題の絞り込みを行う

とともに、我が国有数の研究機関や研究チームとの連携の強化、

競争的研究資金とのマッチングなど、より効果を高める取組を進

めるべきである。また、船外実験装置に関し、宇宙科学と地球観

測分野の研究コミュニティの協力による積極的な利用開拓を行う。

さらに、他施策との連携や宇宙産業以外の企業需要の掘り起こ

しなどにより、産業応用につながる成果創出に資する取組を進め

るべきである。

(イ)ポストＩＳＳを意識した取組

ポストＩＳＳとしての将来の有人宇宙探査につながる知見の獲

得を目指し、ＩＳＳの一層の活用を進めることが重要である。

このため、「こうのとり」を基本に地上帰還及び物資回収の機

能を付加する「ＨＴＶ－Ｒ」や軌道間輸送機、空気・水の再生装

置の研究開発、そして、宇宙飛行士の医学データの取得等の実施

について検討を進めるべきである。

また、先述のようにポストＩＳＳに関して国際的な検討が実質

的に始まることを想定し、我が国としても様々な機会を活用して

国際動向など情報の把握に努めるべきである。

(ウ)ＩＳＳ運用経費の削減

今後ＩＳＳ計画については、経費節減を基本として、2016年か

ら2020年の間の経費総額及び各国負担に関する調整に臨むことが

必要である。その際、財政負担の軽減、ポストＩＳＳにつながる

技術開発、我が国の宇宙産業基盤の維持等の視点を踏まえること

が重要である。また、「きぼう」の運用経費については、引き続

き削減に努めるべきである。
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③その他技術基盤

ア．意義

宇宙開発利用の効果的・効率的な推進のためには、輸送系から衛

星の製造・運用、そして地上における利用までを俯瞰した取組が極

めて重要である。技術基盤は、これら取組を支えるとともに各活動

を有機的に結びつける役割を果たすものである。

具体的には、共通的、基盤的な施設・設備を保持し、信頼性の高

い技術の維持・向上を図るとともに、社会的ニーズを踏まえつつ、

新たな技術分野を開拓して実利用につなげていくことが求められる。

特に、先進的な衛星技術の研究開発や新たな宇宙利用の可能性につ

ながる研究、例えば、宇宙探査の本格化に際して有用となる技術や

宇宙太陽光発電など将来の飛躍的発展に寄与する研究は、明日への

投資との観点から重要な意義を有する。

イ．将来の姿

我が国の自在な宇宙活動が将来においても確保されるよう、強固

な技術基盤の維持や、技術の持続的な世代交代をなし得る革新技術

への挑戦が期待される。

このようなことから、当面、ＪＡＸＡにおいて、最終的な便益の

受け手のみならず中間段階の関与を含めた宇宙利用関係者のニーズ

(ユーザーニーズ)を反映しつつ、社会への定着を見通した技術基盤

の構築を積極的に進めていくべきである。

また、大きなリソースを有し実利用において衛星等を活用し得る

力のあるユーザーへの対応に留まらず、大学や中小企業等のユーザ

ーにも宇宙利用の機会を提供し得るよう工夫が必要である。

ウ．具体的な推進方策

宇宙を支えるとの観点から、将来の宇宙利用の可能性を拓く技術
ひら

革新に取り組みつつ、ユーザーニーズに応え得る技術基盤を提供し

ていくことが重要であり、そのための仕組みを構築すべきである。

(ア)実利用との結節点

ａ．ユーザーニーズに応える技術の獲得

プロジェクト立上げ当初から、ユーザーニーズを反映させる

取組を進めるべきである。我が国は、これまで海外の宇宙先進
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国の技術レベルへの到達を目指して、開発側がプロジェクトを

主導するとともに利用ニーズを発掘するといった面もあった。

しかし、宇宙開発利用の進展に伴い、今後の利用拡大のために

は、幅広い分野のユーザーニーズを集約して活用されるプロジ

ェクトの実現や衛星技術・センサ技術の開発が必要である。

このため、自ら利用ニーズを有する府省や関心を有する業界

を所管する府省が中心となって、ニーズを有する産業界や大学

研究者等が参画するコミュニティを構築し、その総意が適切に

プロジェクトに反映される仕組みを検討すべきである。

その際、利用分野毎にコミュニティが形成され、ＪＡＸＡが

技術面を支えるものと考えられるが、利用拡大の実現には、参

画する府省が主導的役割を果たすことが期待される。

ｂ．利用拡大に向けた幅広い連携の強化

宇宙利用は、他の手段と連携することで一層効果的な成果を

期待できる場合がある。例えば、地球規模の環境問題解決に資

するデータ取得については、宇宙からの観測に加えて、地上で

の観測、航空機や気球による観測といった手法が有効である。

したがって、宇宙利用の拡大のためには、宇宙分野のユーザ

ーのみならず、当該利用分野の性格に応じて幅広い連携の強化

を図っていくべきである。

(イ)宇宙利用を促進する環境の整備

利用拡大の促進のためには、新たなアイディアの宇宙での挑戦

や民間企業による宇宙実証などの機会が比較的容易に得られる環

境が重要である。このようなユーザーの中には、学生・大学研究

者や中小企業など独力で衛星の開発、打上げ、運用を実施するこ

とが困難な者も多いと考えられる。

これらユーザーに対して超小型衛星の打上機会等を提供する試

みが、既にＪＡＸＡにおいてＨ－ⅡＡの余剰スペース等を活用し

て行われている。しかしながら、利用拡大に資する研究開発と人

材育成の観点での無償実施に限定されており、今後これを利用拡

大の観点からより効果的に活用していくことが重要である。

このため、余剰スペース等を活用した打上機会の提供について、

産業界が優先的に利用できる有償利用枠の設定や、実証用センサ
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等の搭載希望者に対し打上機会の提供、超小型衛星の開発支援な

ど、比較的容易に宇宙を利用できる方策についてＪＡＸＡにおい

て更に検討すべきである。

（２）人材の育成

①意義

我が国が宇宙先進国として宇宙開発利用を持続的に進めていくに

は、これらを支える人材育成が不可欠である。具体的には、様々な

ニーズに適切に対応し、優れたプロジェクトをまとめあげる総合力

を持った人材、技術面で豊富な知見を有し、ロケット、衛星等の設

計・製作等を的確に行える人材、更には新規利用分野の創出に貢献

できる人材の育成が重要である。

また、宇宙に関心を持つ一般の人々が増えることは、宇宙開発利

用を受け入れる社会的環境の醸成につながり、その推進に大きく貢

献するものである。このような宇宙活動への理解の広がりは、我が

国全体の科学技術についての理解をも促進し、ひいては科学技術立

国としての我が国のソフトパワーを強化するとの波及効果も期待さ

れるものである。

②具体的な推進方策

ア．宇宙開発利用を支える専門人材の育成

宇宙開発利用を支える専門人材の育成は、量ではなく質が問わ

れる状況にあり、宇宙開発利用の各事業が適切に実施されること

で実経験による人材育成がなされるのはもちろんであるが、その

前段階として以下のような人材の育成を図っていくことが重要で

ある。

－実利用までを見通してプロジェクトを適切にまとめあげる総

合力を持った人材を育成するため、宇宙科学など先端科学技

術の専門性に加えて、人文科学やリスク管理等の見識を修得

する機会が提供されるよう、当該取組を行う大学院等に対し

て支援を行うなど配慮すべきである。

－優れたエンジニアリング能力を発揮できる人材を育成するた

め、実際の衛星プロジェクトへの参加などを通じて実践的な

スキルが修得されるよう、超小型衛星の製作支援や製作され

た衛星の打上げ機会の提供に配慮すべきである。



- 19 -

－将来の新規利用分野の創出に貢献できる能力を有する人材を

育成するため、新たな利用方策の開発や実証を経験できるよ

う、当該取組を行う大学院等に対して支援を行うなど配慮す

べきである。

また、これら施策の実施に当たっては、国内の人材育成に加え

て、宇宙新興国における人材育成にも配慮することで、海外にお

ける将来の宇宙利用拡大に貢献していくこととする。

イ．関心を有する青少年の裾野の拡大

将来の宇宙開発利用を支える専門人材や宇宙に対する社会的理

解を支える人材は一朝一夕に確保されるものではなく、幼少の頃

からの関心等が大きく影響すると考えられる。したがって、科学

技術や宇宙に関心を有する青少年の裾野の拡大に向けて、年齢層

に応じたきめ細かな支援を実施することが有効である。

このため、小中学生等に対しては宇宙分野への関心の向上を主

眼とした教材開発などの取組を、高校生・大学生等に対しては模

擬のロケットや衛星の打上げ等の実体験を通じてより専門的な関

心を高める取組などを支援すべきである。

３．宇宙を使う

（１）意義

宇宙利用については、既に日常生活の一部となっている通信、放

送、気象の分野で一層の発展が期待されるとともに、地球観測等の

リモートセンシング分野での更なる活用、更に将来的には宇宙環境

利用産業や、地球外資源・エネルギーの獲得等も見込まれている。

また、宇宙利用は、広範囲の地球観測や宇宙でしか得られないデ

ータの取得など、研究環境としても大きな魅力を有しており、文部

科学省としても、ユーザーとして種々の科学技術・学術分野におい

て宇宙利用が期待されるところである。

（２）具体的な推進方策

①文部科学省の取組

文部科学省としては、所掌する科学技術・学術の振興の観点から、

宇宙の利用が他の手段と比較して優位性を有する分野において科学

技術水準の向上に向けて、宇宙利用の推進を図ることが重要である。
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特に地球観測分野は、地球温暖化の解明、気候変動予測の精度向

上、自然災害等に密接に関連する気象の仕組みの解明、海洋に関す

るデータの充実等の観点から、宇宙を利用した継続的なデータ収集

により大きな成果が期待できる分野である。また、地球観測分野に

おける宇宙利用は世界各国においても進められており、地球観測デ

ータの統合と解析を目指した全球地球観測システムの構築といった

国際協力が進められており、このような取組により成果が最大化さ

れるものである。

このため、まずは地球観測の分野において、他の観測手法とも連

携しながらユーザーコミュニティの形成に注力し、当該コミュニテ

ィのコンセンサスの下、センサの研究開発や衛星の打上げ、運用中

の衛星からのデータ解析等に取り組むべきである。具体的には、「し

ずく」や「いぶき」、「だいち」後継機等による陸・海域や大気の地

球環境に関するデータを活用し、関係府省や研究者など地球観測コ

ミュニティの力を結集し、国際協力を通じて地球規模の課題解決に

資する研究開発を実施すべきである。

②技術で支える中核的機関としてのＪＡＸＡ

新たな体制下においては、ＪＡＸＡは政府全体の宇宙開発利用を

技術で支える中核的な実施機関と位置付けられ、今後、各府省は必

要に応じてＪＡＸＡの技術的な支援を得つつ、宇宙利用の拡大に取

り組んでいくこととなる。

その際、宇宙の利用ニーズを有する各府省は、それぞれのプロジ

ェクトについてＪＡＸＡと連携し、必要な財政的措置を含めて事業

が円滑に行われるよう配慮することが期待される。具体的には、気

象庁が開発・運用を行うに至った気象衛星や、文部科学省及び環境

省が開発費を分担する「いぶき」後継機に見られる利用府省とＪＡ

ＸＡの関係などが参考となると考えられる。
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別添１

科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会 宇宙開発利用部会

委員名簿

平成24年7月19日

科学技術・学術審議会

研究計画・評価分科会

宇宙開発利用部会

（委員）

大垣 眞一郎 独立行政法人国立環境研究所 理事長

柘植 綾夫 公益社団法人日本工学会 会長

（臨時委員）

井上 一 独立行政法人宇宙航空研究開発機構宇宙科学研究所

特任教授

河内山 治朗 元宇宙開発委員会委員

服部 重彦 株式会社島津製作所 代表取締役会長

青木 節子 慶應義塾大学総合政策学部 教授
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別添２

文部科学省における宇宙分野の推進方策について

平成24年9月6日

科学技術・学術審議会

研究計画・評価分科会

宇宙開発利用部会

１．趣旨

平成24年7月12日に「内閣府設置法の一部を改正する法律」が施行された

ことを受けて、我が国の宇宙の開発及び利用（以下、「宇宙開発利用」と

いう。）に係る推進体制は新たなものとなった。文部科学省としてはこの

体制の下で、今後どのように宇宙開発利用に取り組んでいくのか明らかに

していく必要がある。

このため、今後文部科学省が宇宙開発利用に取り組むに際しての基本的

な方針を、推進方策としてまとめるべく、宇宙開発利用部会において調査

審議することとする。

２．調査審議の進め方

（1）有識者からの意見聴取等を行い、9月中を目途に中間的にとりまとめ

る。

（2）年内を目途に最終とりまとめを行う。

３．その他

内閣府の宇宙政策委員会においては、8月29日に開催された第三回会合よ

り、新たな宇宙基本計画に盛り込むべき事項の検討が開始されたところ。
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別添３

文部科学省における宇宙分野の推進方策に係る

宇宙開発利用部会の開催状況

【宇宙開発利用部会（第２回）】

１．日時：平成２４年９月６日（木）１３：００～１５：００

２．場所：文部科学省３階 ２特別会議室

３．議題

（1）安全確保に関する事項の審議・検討のための評価指針・評価基準について

（2）Ｈ－ⅡＢロケット３号機の打上げ結果及び宇宙ステーション補給機「こうのと

り」３号機（ＨＴＶ３）の運用状況について

（3）文部科学省における宇宙分野の推進方策について

（4）その他

【宇宙開発利用部会（第３回）】

１．日時：平成２４年９月１３日（木）１５：００～１７：００

２．場所：文部科学省１８階 局１会議室

３．議題

（1）第一期水循環変動観測衛星「しずく」（ＧＣＯＭ－Ｗ１）の運用状況について

（2）平成２５年度の文部科学省における宇宙分野の概算要求について

（3）文部科学省における宇宙分野の推進方策について

（4）その他

【宇宙開発利用部会（第４回）】

１．日時：平成２４年１０月１１日（木）１５：３０～１８：００

２．場所：文部科学省３階 ２特別会議室

３．議題

（1）宇宙ステーション補給機「こうのとり」３号機（ＨＴＶ３）のミッション結果

について

（2）文部科学省における宇宙分野の推進方策について

（3）その他
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【宇宙開発利用部会（第５回）】

１．日時：平成２４年１０月２５日（木）１５：００～１８：００

２．場所：文部科学省１６階 特別会議室

３．議題

（1）Ｈ－ⅡＡロケット２２号機の安全確保について

（2）文部科学省における宇宙分野の推進方策について

（輸送技術、国際宇宙ステーション計画に係る議論 等）

（3）その他

【宇宙開発利用部会（第６回）】

１．日時：平成２４年１１月８日（木）１５：００～１８：００

２．場所：文部科学省３階 ２特別会議室

３．議題

（1）Ｈ－ⅡＡロケット２２号機の打上げに係る安全対策について

（2）星出宇宙飛行士の国際宇宙ステーション長期滞在ミッションの実施状況及び帰

還ミッションの準備状況について

（3）文部科学省における宇宙分野の推進方策について

（実利用との結節点･｢宇宙を使う｣･人材育成、最終取りまとめに向けた議論 等）

（4）その他

【宇宙開発利用部会（第７回）】

１．日時：平成２４年１１月２７日（火）１０：３０～１２：３０

２．場所：文部科学省３階 ２特別会議室

３．議題

（1）文部科学省における宇宙分野の推進方策について

（最終取りまとめに向けた議論等）

（2）その他

【宇宙開発利用部会（第８回）】

１．日時：平成２４年１２月１３日（木）１５：００～１７：００

２．場所：文部科学省３階 ２特別会議室

３．議題

（1）文部科学省における宇宙分野の推進方策について

（最終取りまとめ）

（2）その他
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宇宙開発利用全般

1
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輸送システム

衛星技術 センサー等新技術輸送技術

－宇宙を支える：技術基盤の強化(開発・実証)・提供－

科学技術インフラ

利用ニーズ技術の橋渡し

安全保障

国富の拡大

国民生活・文化向上

国際的プレゼンス
の向上

国家存立の礎

宇宙外交

※背景の大きな黄色矢印は、将来分野を開拓する「宇宙を知る」が、技術として成熟させる「宇宙を支える」を経て、現実的に広く利用
される「宇宙を使う」につながるイメージを表現

※右側の水色の矢印は、宇宙開発利用が一体となって、安全で豊かな社会・国家存立につながるイメージを表現

産業競争力確保

発展を支える人材育成（ミッションを通じた養成、大学院教育、宇宙教育支援など）

実利用との結節点

2

宇宙開発利用の相関関係のイメージ
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［宇宙基本法の要点］
•6つの基本理念（①宇宙の平和的利用、②国民生活の向上等、③産
業の振興、 ④人類社会の発展、⑤国際協力等、⑥環境への配慮）

•宇宙開発戦略本部の設置
•宇宙基本計画の策定

平成20年5月 宇宙基本法 成立・公布
◎宇宙開発利用に関する施策を 総合的
かつ 計画的に推進させるため、自民・公
明・民主の 共同提案により、平成２０年５
月に成立・公布。８月に施行。

H22年5月 「宇宙分野における重点施策について」
（宇宙開発戦略本部決定）
・世界に冠たるマーケット・コミュニティの創出
・宇宙外交と我が国の宇宙利用の海外展開
・イノベーションエンジンとしての最先端科学･技術力の強化

H22年8月 「当面の宇宙政策の推進について」
（宇宙開発戦略本部決定）
・宇宙の利用がドライブする成長の実現
・宇宙外交の推進
・最先端科学・技術力の強化

H22年6月 「新成長戦略」 （閣議決定）

宇宙開発利用の推進（小型衛星・小型ロケット
の開発、アジアを中心とした需要の取込み、最
先端宇宙科学・技術による競争力の確保、等）

※「日本再生のための戦略に向けて」 （平成23年8
月閣議決定）においても、「目標・工程を堅持」

H23年12月 日本再生の基本戦略（閣議決定）

・宇宙空間の開発・利用の戦略的な推進体制
の構築
・日本ブランドの再構築 等

H21年6月 「宇宙基本計画」

（宇宙開発戦略本部決定）

研究開発力を高めつつ、利用重視へ政策転換。

優れた技術・人材等の底力を最大限活用し、「国
民生活の向上」、「国際貢献」を目指す。

［宇宙基本計画の要点］
•宇宙開発利用の推進に関する政府の基本的な方針
•宇宙開発利用に関し政府が総合的かつ計画的に実施すべき施策
•今後１０年程度を見通した５年間の政府の施策

宇宙基本法（2008年制定）について
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（独）宇宙航空研究開発機構
（ＪＡＸＡ）

主務大臣：法人の業務を所管する大臣、複数の場合がある
主 務 省：法人全体に係る最終的な監督責任を負う府省
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○宇宙開発利用は、産業の発展、安心・安全で豊かな社会の実現のほか、宇宙に関する人類共通の知的資
産の拡大等にも貢献する分野であり、国家戦略の一つとして政府をあげて推進すべきもの

○平成20年5月に成立した宇宙基本法に基づき、内閣に設置された宇宙開発戦略本部を中心に総合的かつ
計画的に推進

○宇宙政策の司令塔機能の強化を図るべく、内閣府に宇宙戦略室を設置（平成24年７月）

※利用省庁・・・内閣官房内閣衛星情報センター、国土交通省、気象庁、防衛省、環境省など

○宇宙開発戦略本部

本部長 内閣総理大臣

副本部長 内閣官房長官

宇宙開発担当大臣

本部員 本部長及び副本部長
以外の全ての国務大臣

○宇宙政策委員会

･委員（７名）は全員非常勤

･会議は非公開

･委員：

青木節子（慶応大学総合政策学部
総合政策学科教授）

葛西敬之（東海旅客鉄道株式会社
代表取締役会長） 【委員長】

中須賀真一（東京大学大学院工学
系研究科教授）

松井孝典（千葉工業大学惑星探査
研究センター所長、東京大学名誉
教授） 【委員長代理】

松本紘（京都大学総長）

山川宏（京都大学生存圏研究所宇
宙圏航行システム工学分野教授）

山崎直子（宇宙飛行士）

新しい宇宙開発利用推進体制について（2012年）
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ユーザー産業

（社）日本航空宇宙工業会資料

（平成23年度）より作成

宇宙利用サービスに必要な民生用機器を製
造する産業
- カーナビ、衛星放送受信装置、GPS機能付携帯電話など

宇宙利用サービスを購入・利用する産業
- 農林水産、交通、資源開発、防災など

ロケット、衛星、宇宙ステーション、地上局などを製造す
る産業

宇宙インフラを利用してサービスを提供する産業
- 衛星通信、衛星画像提供、測位サービス、宇宙環境利用など

宇宙機器産業

宇宙利用サービス産業

ユーザー産業

宇宙産業宇宙産業
約１兆円

約３．８兆円

宇宙関連
民生機器産業

約４．３兆円

宇宙利用

サービス産業
７，８０0億円

宇宙利用

サービス産業
７，８０0億円

宇宙

機器産業
２，６００億円

宇宙

機器産業
２，６００億円

日本の宇宙産業の分類と現状
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M-V

1970 1980 2000 20101990
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1997
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体
ロ
ケ
ッ
ト 2001

2009

Epsilon

H-IIA1994

H-II

1966 L-4S
M-3SII

Pencil Rocket

1955

Q/N Rocket 計画

K-Series

1956

2013

1963

1954

1961

1990 2010

H-IIB1996

2005

1981 1986

H-I

1986

1975

1981

N-II

N-I

1976

1970

※点線は開発期間、実線は運用期間、数字は打上げ数を示す。

5機

15機

8機

7機

7機

8機

9機

7機

21機

3機
81機（K-9M型）

3機

運用中

運用中

開発中

自主技術による開発
1981

M-4S～M-3S

1985

Baby Rocket
1955-56(S,T,R計13機)

米国から技術導入

JAXAの液体ロケット及び固体ロケットの開発経緯
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1990年1980年

【利
用
分
野
】

気象観測分野

「衛星調達に関する日米合意」(1990)以降は、

政府の実用衛星は公開調達（安全保障目的
は除く）

1970年

1970 おおすみ
（日本初の衛星）

2000年
2003

JAXA発足

データ中継技術衛星
「こだま」（DRTS）

通信・放送分野

超高速インターネット
衛星「きずな」

（WINDS）

通信放送技術衛星
「かけはし」
（COMETS）

気候変動観測
衛星（GCOM-C）

技術試験
衛星Ⅷ型
「きく８号」
（ETS-VIII）

温暖化、炭素
循環の監視

地球観測分野

民間（JSAT等）が衛星通信事業を実施

気象庁が気象衛星観測を実施

陸域観測技術衛星
2号 3号

資源探査、国土利用

打上げ済み

打上げ予定

2010年

光衛星間通信
実験衛星

「きらり」（OICETS）

1987

2006

2008

1997

2005

1996

2009

2006

1998

1992

2002

2002

2012

2013

2005
地球観測サミット

ASTER（METI）
（NASAテラ衛星）

1999

米LANDSAT衛星
データ受信

AMSR-E
（NASAアクア衛星）

2002

NTT,NHKと共同で衛
星を開発、実証

気象庁と共同で衛星
を開発、実証

気候変動、水
循環の解明

災害の監視
森林等の観測

測位分野

準天頂衛星初号機
「みちびき」

2010

2015 20162013

2012
ASNARO
（METI）情報収集衛星安全保障分野

1990

海洋観測衛星
「もも1号、1号b」

（MOS-1, 1b）

地球資源衛星
「ふよう」（JERS-1）

地球観測プラット
フォーム衛星

「みどり」（ADEOS）

熱帯降雨
観測衛星
（TRMM）

環境観測技術衛星
「みどりⅡ」（ADEOS-II）

温室効果ガス観測技術
衛星「いぶき」（GOSAT）

陸域観測技術衛星
「だいち」（ALOS）

二周波降水ﾚｰﾀﾞ
（NASA全球降水

観測計画）

雲ﾌﾟﾛﾌｧｲﾘﾝｸﾞﾚｰﾀﾞ
（ESA雲ｴｱﾛｿﾞﾙ

放射ﾐｯｼｮﾝ）

水循環変動観測衛星
「しずく」（GCOM-W）

次世代情報
通信衛星

データ中継
衛星後継機

温室効果ガス観
測技術衛星2号

（GOSAT-2）

JAXAの衛星の開発経緯（1/3）
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提供：JAXA

JAXAの衛星の開発経緯（2/3）
■科学衛星・探査機
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提供：JAXA

JAXAの衛星の開発経緯（3/3）
■科学衛星・探査機
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